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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期

第３四半期連結
累計期間

第68期
第３四半期連結

累計期間
第67期

会計期間
自平成24年４月１日
至平成24年12月31日

自平成25年４月１日
至平成25年12月31日

自平成24年４月１日
至平成25年３月31日

売上高（百万円） 224,588 257,932 300,015

経常利益（百万円） 3,280 4,330 4,163

四半期（当期）純利益（百万円） 1,676 2,480 2,039

四半期包括利益又は包括利益（百万円） 1,755 2,743 2,390

純資産額（百万円） 23,168 27,499 23,803

総資産額（百万円） 176,777 202,129 180,614

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円）
57.67 85.86 70.32

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 12.8 13.3 12.8

　

回次
第67期

第３四半期連結
会計期間

第68期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成24年10月１日
至平成24年12月31日

自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額（円） 31.94 25.49

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第67期、第67期第３四半期連結累計期間及び第68期第３四半期連結累計期間の、潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、第１四半期連結会計期間において、当社の特定子会社であるＪＫ工業株式会社は、当社の特定子会社である

株式会社キーテックを合併存続会社、ＪＫ工業株式会社を合併消滅会社とする合併に伴い連結の範囲から除外してお

ります。

なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更

があった事項は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。

(1）市況商品である合板について

当社グループの主力販売商品である合板は市況商品であり、価格が大きく変動することがあります。

国内の合板市場は、国産品約40％、輸入品約60％の構成比となっており、原木生産国や製品輸出国の国内事情あ

るいは製品輸入国の需要動向などから、わが国の輸入量及び価格が大きく左右される可能性があります。

以上のような、価格、数量に対する様々な変動要因によるリスクを軽減するため、当社はマレーシア（ミリ）、

ベトナム（ホーチミン市）及び中国にそれぞれ駐在員を派遣、現地メーカー等と常にコンタクトを取り情報収集を

行う等、安定供給確保に努めておりますが、急激かつ大幅な市況変動が生じた場合には、当社グループの業績に影

響を及ぼす可能性があります。

　

(2）為替リスクについて

上記合板については、原木、製品を問わず、輸入価格は為替相場の変動による影響を受けます。

当社グループは、合板販売総額の約２割程度を直接輸入しておりますが、円建取引のウェイトを高めるととも

に、為替相場の変動に対しては、契約額の50％以上を先物為替予約でヘッジする方針で対応しており、為替相場の

変動が経営成績に及ぼす影響を軽減するよう努めておりますが、急激かつ大幅な為替変動が生じた場合には、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

　

(3）新設住宅着工戸数が業績に与える影響について

住宅関連業界の業績は、新設住宅着工戸数の増減に大きく左右されます。なかでも当社グループは、木造戸建住

宅関連の取扱商品が中心であることから、新設住宅の内「持ち家」部門の増減の影響を大きく受けます。

平成24年度は、新設住宅着工戸数が893千戸（前年度比6.2％増）、「持ち家」住宅着工戸数は316千戸（同3.8％

増）と前年度を若干上回り緩やかな回復基調が継続しているものの、依然として100万戸を下回る水準が続いてお

ります。

当社グループといたしましては、建て替え需要を含む新設住宅需要の掘り起こしに努めると共に、住宅リフォー

ム市場での販路拡大に注力する所存でありますが、住宅ローン減税制度の縮小・廃止、消費税・長期金利の引き上

げ等により新設住宅着工戸数が大幅に減少するような状況が生じた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。

 

(4）信用リスクについて

中核企業であるジャパン建材株式会社は、全国約１万件のお取引先と経常的な取引を行っており、取引に際して

は企業間信用を供与することになります。

平成24年度につきましては、グループ会社における大口不良債権の発生等もあり、不良債権新規発生額は予算を

上回りました。引き続き与信の分散化に努めるとともに、グループ全体での与信管理のシステム化や動態観察の重

視等、きめ細かい管理と早期対応により、不良債権発生の抑制に努める所存でありますが、想定の範囲を超える不

良債権が発生いたしますと、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(5）企業買収等にかかるリスクについて

当社グループが所属する住宅関連業界は、中長期的な市場規模の縮小が予想される中、業界再編等が避けられな

い状況にあり、当社グループにおきましても、営業基盤の拡充・強化を図る観点から、企業買収等を積極的に推進

しております。

当社グループといたしましては、企業買収等の前に適切なデュー・デリジェンスを実施して参りますが、買収し

た企業の価値が大幅に減少するような状況が生じた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、金融・財政政策の効果が浸透する中、個人消費や公的需要の拡

大に加えて設備投資にも動意が見られるなど、デフレ脱却と経済再生に向け着実に回復基調をたどっております。

住宅業界におきましても、当第３四半期連結累計期間の新設住宅着工戸数は770千戸（前年同期比12.7％増）、当

社グループが主力とする持ち家着工戸数も283千戸（同15.6％増）と前年同期を大幅に上回りました。

住宅ローン金利が低水準で推移していることに加えて、政府の住宅取得促進策の効果や消費税増税前の駆け込み需

要の発生等もあり、予想を上回る増加となりました。

このような状況の中で当社グループは、合板を始めとする建材全般の販売強化と採算面の改善にグループを挙げて

取り組みました。

この結果、当第３四半期連結累計期間における業績は、連結売上高は前年同期比333億44百万円増の2,579億32百万

円（前年同期比14.8％増）、連結営業利益は前年同期比９億32百万円増の44億93百万円（同26.2％増）、連結経常利

益は前年同期比10億49百万円増の43億30百万円（同32.0％増）、連結四半期純利益は前年同期比８億３百万円増の24

億80百万円（同48.0％増）と、前年同期比大幅な増収増益となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

①　総合建材卸売事業

当社グループの主力取扱商品であります合板につきましては、住宅着工戸数が前年同期比大幅に増加するなど需

要が堅調であったことなどから、秋口に一時的な軟化が見られたものの、市況は総じて堅調に推移いたしました。

合板二次製品、建材、住宅機器等の住設建材群につきましても、建築現場の人手不足問題は残るものの、需要の

増加を受けて堅調な動きが続いております。

また、第１四半期連結会計期間より株式会社銘林が新たに連結対象に加わったことも、セグメント業績の拡大に

寄与いたしました。

この結果、当事業の売上高は2,403億51百万円（前年同期比13.3％増）、営業利益は34億29百万円（同34.0％

増）となりました。

②　合板製造・木材加工事業

合板製造事業におきましては、主力商品であるＬＶＬが公共建造物等非住宅分野への販売が順調に拡大したほ

か、住宅向けの受注も増加したことから、前年同期比大幅な増収増益となりました。

一方、木材加工事業につきましては、円安による輸入原材料の値上がり等もあり、年度前半は採算面で苦戦をい

たしましたが、第３四半期以降は徐々に改善されつつあります。

なお、第１四半期連結会計期間より株式会社群馬木芸が、当第３四半期連結会計期間より株式会社宮盛が新たに

連結対象に加わっております。

この結果、当事業の売上高は61億68百万円（前年同期比42.2％増）、営業利益は４億90百万円（同36.2％増）と

なりました。

③　総合建材小売事業

前連結会計年度までその他に区分しておりました総合建材小売事業を、第１四半期連結会計期間より独立したセ

グメントとして表示をしております。

当セグメントは、第１四半期連結会計期間より新たに連結対象に加わった株式会社マルタマを含む５社で構成さ

れております。

売上高の増加により人件費等のコストアップ要因を吸収し、採算面も改善されてきております。

この結果、当事業の売上高は96億71百万円（前年同期63億48百万円、前年同期比52.3％増）、営業利益は２億34

百万円（同１億78百万円、同31.2％増）となりました。　

④　その他

その他には、建材小売店の経営指導を中心にフランチャイズ事業を展開している株式会社ハウス・デポ・ジャパ

ンのほか、物流関係等の子会社４社、建設工事業の子会社３社、及び純粋持株会社でありますＪＫホールディング

ス株式会社の一部事業を区分しております。

株式会社ハウス・デポ・ジャパンは、加盟店が318社と前連結会計年度末比７社増加いたしました。

建設工事業の子会社につきましては、売上高は前年同期に比べ減少したものの、コスト削減効果により採算面で

は改善が見られました。

一方、ＪＫホールディングス株式会社は、不動産賃貸収入等の安定した収入もあり、利益を確保いたしました。

この結果、当事業の売上高は17億41百万円（前年同期18億40百万円、前年同期比5.4％減）、営業利益２億61百

万円（同３億53百万円、同26.0％減）となりました。
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(2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は2,021億29百万円となり、前連結会計年度末に比べて215億15百万円

増加いたしました。主たる要因は売上の増加に加えて平成25年10月１日付で株式会社宮盛が連結対象に加わったこと

によるものであります。内訳といたしましては、受取手形及び売掛金118億98百万円、現金及び預金35億10百万円、

たな卸資産44億47百万円の増加などから、流動資産が196億49百万円増加、固定資産も有形固定資産が16億71百万

円、投資その他の資産が３億10百万円増加したことなどにより、18億65百万円増加いたしました。

負債は1,746億30百万円となり、前連結会計年度末に比べて178億19百万円増加いたしました。増減の内訳といたし

ましては、支払手形及び買掛金125億72百万円、短期借入金48億35百万円、コマーシャル・ペーパー10億円の増加な

どから流動負債が181億83百万円増加した一方、固定負債は長期借入金の減少２億２百万円を主因に３億63百万円減

少いたしました。

純資産は274億99百万円となり、前連結会計年度末に比べて36億95百万円増加いたしました。公募増資により資本

金並びに資本剰余金がそれぞれ５億95百万円増加したほか、利益剰余金も22億24百万円増加したことによるものであ

ります。

　

(3）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
 （平成25年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 31,840,016 31,840,016
東京証券取引所

市場第一部

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

計 31,840,016 31,840,016 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成25年12月24日

（注）　
2,300,000 31,840,016 595 3,195 595 6,708

　（注）平成25年12月24日を払込期日とする公募による新株式発行により、発行済株式総数が2,300,000株増加し、

31,840,016株となり、資本金及び資本準備金がそれぞれ595百万円増加しております。

　

EDINET提出書類

ＪＫホールディングス株式会社(E02732)

四半期報告書

 6/20



（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができま

せんので、直前の基準日である平成25年９月30日現在で記載しております。

①【発行済株式】

 平成25年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）　

普通株式　　　722,300

　　　　　　　　

－ －

（相互保有株式）　

普通株式　　 　35,000

　　　　　　　　

－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式   28,716,400 287,164 －

単元未満株式
普通株式　　 　66,316

　　
－ １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 29,540,016 － －

総株主の議決権 － 287,164 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が11,000株含まれており

ます。

        また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数110個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成25年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式） 

ＪＫホールディングス株

式会社

東京都江東区新木場

一丁目７番22号
722,300 － 722,300 2.45

（相互保有株式） 

ミズノ株式会社

埼玉県飯能市大字笠

縫429－１
35,000 － 35,000 0.11

計 － 757,300 － 757,300 2.56

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平

成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 26,163 29,674

受取手形及び売掛金
※1, ※3 84,183 ※1, ※3 96,082

有価証券 251 1

商品及び製品 9,298 11,728

仕掛品 160 563

原材料及び貯蔵品 845 1,883

未成工事支出金 1,712 2,287

その他 2,570 2,832

貸倒引当金 △418 △637

流動資産合計 124,765 144,415

固定資産

有形固定資産

土地 35,000 35,510

その他（純額） 10,400 11,561

有形固定資産合計 45,400 47,072

無形固定資産

のれん
※5 168 ※5 72

その他 683 662

無形固定資産合計 851 734

投資その他の資産

投資有価証券 3,293 3,662

その他 7,597 7,763

貸倒引当金 △1,295 △1,519

投資その他の資産合計 9,595 9,906

固定資産合計 55,848 57,713

資産合計 180,614 202,129

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金
※3 98,075 ※3 110,648

短期借入金
※1 14,292 ※1 19,127

コマーシャル・ペーパー 1,000 2,000

1年内返済予定の長期借入金 9,298 9,350

1年内償還予定の社債 60 60

未払法人税等 1,151 702

賞与引当金 936 537

役員賞与引当金 74 60

その他 4,255 4,839

流動負債合計 129,143 147,326

固定負債

社債 180 140

長期借入金 18,710 18,508

退職給付引当金 2,157 2,001

役員退職慰労引当金 590 624

債務保証損失引当金 114 194
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その他 5,913 5,834

固定負債合計 27,666 27,303

負債合計 156,810 174,630
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,600 3,195

資本剰余金 6,117 6,713

利益剰余金 14,564 16,788

自己株式 △292 △293

株主資本合計 22,989 26,404

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 512 751

繰延ヘッジ損益 17 67

土地再評価差額金 △322 △326

その他の包括利益累計額合計 208 493

少数株主持分 605 601

純資産合計 23,803 27,499

負債純資産合計 180,614 202,129
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

売上高 224,588 257,932

売上原価 204,033 234,220

売上総利益 20,555 23,712

販売費及び一般管理費

従業員給料及び賞与 6,651 7,591

役員賞与引当金繰入額 58 60

賞与引当金繰入額 426 497

運賃 2,361 2,696

減価償却費 541 522

役員退職慰労引当金繰入額 46 50

退職給付引当金繰入額 59 20

貸倒引当金繰入額 327 383

その他 6,521 7,396

販売費及び一般管理費合計 16,994 19,219

営業利益 3,560 4,493

営業外収益

受取利息 25 23

受取配当金 61 64

仕入割引 205 243

不動産賃貸料 225 318

持分法による投資利益 122 170

その他 178 216

営業外収益合計 819 1,036

営業外費用

支払利息 489 469

売上割引 473 549

その他 136 180

営業外費用合計 1,099 1,199

経常利益 3,280 4,330

特別利益

固定資産売却益 19 36

投資有価証券売却益 － 42

特別利益合計 19 79

特別損失

固定資産売却損 － 0

固定資産除却損 32 48

減損損失 52 49

関係会社株式評価損 18 －

関係会社出資金評価損 55 －

債務保証損失引当金繰入額 87 －

訴訟関連損失 － 123

特別損失合計 245 222

税金等調整前四半期純利益 3,054 4,187
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

法人税、住民税及び事業税 1,271 1,548

法人税等調整額 66 185

法人税等合計 1,338 1,733

少数株主損益調整前四半期純利益 1,716 2,453

少数株主利益又は少数株主損失（△） 40 △26

四半期純利益 1,676 2,480
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,716 2,453

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △2 236

繰延ヘッジ損益 40 50

持分法適用会社に対する持分相当額 1 3

その他の包括利益合計 39 290

四半期包括利益 1,755 2,743

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,715 2,768

少数株主に係る四半期包括利益 40 △25
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

第１四半期連結会計期間より、当社の特定子会社であるＪＫ工業株式会社は、当社の特定子会社である株式会社

キーテックを合併存続会社、ＪＫ工業株式会社を合併消滅会社とする合併に伴い連結の範囲から除外しておりま

す。

　

（四半期連結貸借対照表関係）

　※１　手形を流動化した残高について、金融取引として処理したことにより流動資産には下記のものが含まれておりま

す。 

　
前連結会計年度

（平成25年３月31日） 　

当第３四半期連結会計期間

（平成25年12月31日）　

　受取手形及び売掛金 4,790
百万

円　
3,050

百万

円　

　短期借入金 4,029　 2,580 　

　

　２ 保証債務

前連結会計年度
（平成25年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成25年12月31日）

借入保証 ㈱ハウス・デポ沼津 20百万円

〃 ㈱ノモト 84 

〃
上海銀得隆建材有限

公司

30

(CNY 2,000千)

〃
香港銀得隆建材有限

公司

26

(US$ 280千)

〃 ㈱マルタマ 50 

〃 ㈱丸藤近藤商店 30 

〃 ㈱ハウスデポ・セキ 17 

〃 新いずみ建装㈱ 17 

〃 ㈱ブル・ケン北海道 120 

〃 ㈱ダイコク 17 

〃
木更津木材港団地協

同組合
31
 

〃
協同組合オホーツク

ウッドピア
1
 

〃 ㈱ハウス・デポ関西 83 

〃 従業員 11 

合計  543 

借入保証 ㈱ノモト 82百万円

〃
上海銀得隆建材有限

公司

54

(CNY 3,162千)

〃
香港銀得隆建材有限

公司

 10

(US$ 100千)

〃 ㈱丸藤近藤商店 30 

〃 ㈱ハウスデポ・セキ 14 

〃 ㈱ケンオウ 44 

〃 新いずみ建装㈱ 14 

〃 ㈱ブル・ケン北海道 64 

〃 ㈱ダイコク 8 

〃
木更津木材港団地協

同組合
13
 

〃 ㈱ハウス・デポ関西 61 

〃 従業員 20 

合計  419 

 

　

　　　

　※３　休日手形

　　当第３四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、

当第３四半期連結会計期間の末日は金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結

会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成25年12月31日）

受取手形 4,864百万円 4,534百万円

支払手形 2,890 2,983
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　　４　偶発債務

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成25年12月31日）

受取手形割引高 146百万円 514百万円

 

　※５　のれん及び負ののれんの表示 

　のれん及び負ののれんの表示は、相殺表示しております。相殺前の金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成25年12月31日）

のれん 205百万円 87百万円

負ののれん 37 14

差引額 168 72

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額及び負ののれんの

償却額は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

減価償却費 803百万円 826百万円

のれんの償却額 133 123

負のれんの償却額 △49 △23
　
　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

(1）配当金支払額　

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 131 4.50 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金 

平成24年11月７日

取締役会
普通株式 173 6.00 平成24年９月30日 平成24年12月５日 利益剰余金 

　

(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

(1）配当金支払額　

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 115 4.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金 

平成25年11月８日

取締役会
普通株式 144 5.00 平成25年９月30日 平成25年12月５日 利益剰余金 

　

(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

(3）株主資本の著しい変動

当社は平成25年12月６日開催の取締役会決議に基づき、平成25年12月24日を払込期日とする公募によ

る新株式の発行をいたしました。

この結果、当第３四半期連結累計期間において資本金が595百万円、資本剰余金が595百万円それぞれ

増加し、当第３四半期連結会計期間末において資本金が3,195百万円、資本剰余金が6,713百万円となっ

ております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）
１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報　

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他
（注）１　

合計　
調整額
（注）２

四半期連
結損益計
算書計上
額
（注）３

総合建材

卸売事業

合板製
造・木材
加工事業

総合建材

小売事業
計

売上高     　 　   

外部顧客への

売上高
212,060 4,339 6,348 222,748 1,840　 224,588　 － 224,588

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

4,755 3,106 188 8,050 4,072 12,122 △12,122 －

計 216,816 7,446 6,536 230,799 5,912 236,711 △12,122 224,588

セグメント利益 2,558 360 178 3,097 353 3,450 109 3,560

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、フランチャイズ事業、不動
産賃貸業、倉庫及び運送業、建設工事業、旅行業及び保険代理業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去40百万円、当社とセグメントとの内部取引消去68
百万円が含まれております。

３．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　
　重要な減損損失を認識していないため、また、のれん等の金額に重要な影響を及ぼす事象が生じていない
ため記載しておりません。　

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報　

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他
（注）１　

合計　
調整額
（注）２

四半期連
結損益計
算書計上
額
（注）３

総合建材

卸売事業

合板製
造・木材
加工事業

総合建材

小売事業
計

売上高     　 　   

外部顧客への
売上高

240,351 6,168 9,671 256,191 1,741　 257,932　 － 257,932

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

7,176 3,616 205 10,997 4,072 15,069 △15,069 －

計 247,527 9,785 9,876 267,189 5,813 273,002 △15,069 257,932

セグメント利益 3,429 490 234 4,154 261 4,415 77 4,493

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、フランチャイズ事業、不動
産賃貸業、倉庫及び運送業、建設工事業、旅行業及び保険代理業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去55百万円、当社とセグメントとの内部取引消去22
百万円が含まれております。

３．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　
　重要な減損損失を認識していないため、また、のれん等の金額に重要な影響を及ぼす事象が生じていない
ため記載しておりません。　
　

３．報告セグメントの変更等に関する事項　
　第１四半期連結会計期間より、「その他」に含めておりました「総合建材小売事業」について量的な重要
性が増したため、報告セグメントとして記載する方法に変更しております。
　なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第３四半期連結累計期間の報告セグメントの区
分に基づき作成したものを開示しております。　
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 57円67銭 85円86銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 1,676 2,480

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 1,676 2,480

普通株式の期中平均株式数（株） 29,060,197 28,884,753

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

２【その他】

平成25年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………144百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成25年12月５日

　（注）　平成25年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行なっております。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成26年２月12日

ＪＫホールディングス株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 日下　靖規　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙原　　透　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田村　　剛　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＪＫホールディ

ングス株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成25年10月

１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＪＫホールディングス株式会社及び連結子会社の平成25年12月31日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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